
所 属 知事直轄 防災課

担当(係)名 防災担当 内線 2746

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）（１）防災総務費

（明細書事業名）○防災運営費

市町村連携強化事業費

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

１，０００ 一般財源 1,000 旅費 527(市町村との打合経費)

（前年度 ０） 委託料 401(訓練会場設営費）

２ 事 業 目 的

過去の大規模災害では、被災した単独の市町村では十分な対策が実施できないケー

スが多く、広域的総合調整機関である県が支援・調整をする必要がある。

そのため県と市町村との緊密な連携を目的に、市町村の防災体制を詳細に把握し、

連携訓練を実施する。

３ 事 業 内 容

（１）市町村の防災体制の総点検事業（市町村防災カルテ事業）

直接各市町村へ出向き、防災体制チェックリストを用いて、市町村の防災体制

の詳細な把握及び防災対策に関するアドバイスを実施する（全市町村で実施）。

（２）市町村との現地連携訓練の実施

市町村と合同で行う会場型実動訓練を通じて、県が市町村を支援する業務を実

施し、発災時における県と市町村の連携を検証する。

県と市町村の連携イメージ

（原則：災害対策基本法）
市町村は一次的責任主体、県は広域的総合調整機関

大規模災害発生時、単独市町村では対応できない。

→大規模災害発生時における支援・受援体制を確立しておく必要
◎県と市町村との緊密な連携が重要
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○被災地の応急対策
消防本部、消防団、水防団、自主防災組織（自治会）の

現地における救出・救助・消火、避難所運営等

（イメージ図）


